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新宿区の多文化共生施策の現状と課題
内野桂子
　改めまして，皆さん，こんにちは。新宿区の多文化共生推進課長の内野と申します。
本日はどうぞよろしくお願いします。本日は専修大学さんの方から新宿区の多文化共
生施策の現状と課題についてお話をさせていただく機会をいただきました。先ほど前
川先生からもお話頂いたとおり，新宿区は東京都の中で一番外国人の数の多い区であ
り，外国人住民の割合も一番高い自治体です。そうしたことから，現状と課題，それ
に対してどのような取組をしているのかということについて，本日はお話させていた
だきたいと思います。一時間程度，お付き合い下さいますようよろしくお願いします。
　それでは，まずはじめに，簡単に自己紹介をさせていただきます。私は20年前に，
文京区役所に入庁しました。最初の配属は職員課の人事係で，約1700人いる職員の労
働環境を整備する仕事をしていました。その後，後楽園駅に直結しているホール（シ
ビックホール）などを管理している（現法人名では）公益財団法人文京アカデミーとい
う民間法人へ派遣になり，総務関係の仕事をしました。それから，23区共同で設置し
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ている特別区人事委員会に派遣になり，事務職や技術職などの職員の採用試験の事務
を担当しました。その後は再び文京区に戻り，保育園を開設する仕事に携わりました。
現在，待機児童問題が大きくクローズアップされていますが，私が配属になった平成
22（2010）年度には，既に待機児童が顕著となっておりましたので，民間保育施設の誘
致を精力的に進めました。そして，職員課で人事係長を３年経験した後，23区の管理
職の交流制度に基づき，今年度から新宿区の職員となり，現職に従事しています。新
宿区の多文化共生推進課というのは，なかなか珍しい組織であり，23区では大田区さ
んや豊島区さんで同様の部署がありますが，それ以外には単独の組織として設置して
いる区はないかと存じます。そういった特色ある部署に，他区から転入した職員を配
属させていただいたということで，「まさに新宿区は異文化を受け入れる土壌のある
区」ということを改めて実感したところです。現在は自分の勤務先になりますので，
余り褒めると手前味噌になってしまいますが（笑），そういった開かれた職場環境の中
で，多文化共生推進の仕事をさせていただいております。
　多文化共生の定義については，先ほど鈴木先生からご説明がありました。この中で
やはり重要なのは，「地域社会の構成員として」という部分，ここがポイントになろう
かと思います。在住しているだけでは，真の意味での「構成員」としては十分でなく，
地域で何らかの役割を果たすなり，活躍することによって，初めてそこの「構成員」た
り得ると思います。そういう観点から，今後どのように多文化共生を進めていくのか，
施策を検討する必要があるものと考えています。
　次に，外国人人口をみておきましょう。平成29（2017）年１月１日時点での人数と割
合をみますと，日本全体で外国人人口は232万3428人（1.82％），東京都では48万6346人
（3.6％），千代田区は2665人（4.5％），これに対して新宿区は４万1235人（12.2％）となっ
ています。これは１月時点のデータですが，直近の本年11月のデータでは，新宿区の
外国人人口は４万3000人を超え，割合は12.6％，まさに区民の８人に１人が外国人と
いう状況です。こうしたデータからも，新宿区の外国人人口が際立って多いというこ
とを実感していただけるのではないでしょうか。ちなみに，新宿区に居住している外
国人の方は何か国ぐらいから来日していると思いますか。直近のデータでは，その数
は131に及びます。人口に占める外国人の割合では，群馬県の大泉町さんが約17％など，
新宿区よりも集住割合が高い自治体はあります。新宿区の特色としては，外国人住民
の方の出身が非常に多岐にわたることであり，また，施策を推進していく上での難し
さもこの点にあると思います。
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　次に新宿区における外国人人口の推移をみてみます。グラフを見ていただくと，東
日本大震災の影響により，一時的に減少したものの，それ以外は増加の一途であるこ
とがお分かりいただけると思います。なぜ新宿区にはこれほど外国人住民が多いのか，
大きな要因として二点あげられます。一点目としては，新宿区には日本最大の歓楽街
である歌舞伎町がありますので，そこで働く外国人の方が多いということです。そこ
が磁場となって，外国人の方が徒歩で通勤できる地域に居住してきたということがあ
ります。二点目は，1983年に，国が留学生10万人計画を打ち出しました。これは教育
や友好，国際協力の観点から2000年までに留学生10万人の受入れを目指す計画でした
が，この社会的背景もあって，大久保地域を中心に日本語学校が多く林立した関係で，
留学生が新宿区に居住してきたことがあげられます。なお，その後2008年に留学生30
万人計画が出されておりますが，平成28（2016）年末時点では，日本国内の留学生の数
は27万人に達していますので，おそらく2020年までに30万人の留学生という目標は間
もなく達成されるのではないかと見込まれます。新宿区の場合，外国人人口の割合は
2000年に7.6％になりました。
　先ほど前川先生から，2000年以降グローバル化が進んできたというお話がありまし
たが，新宿区では，2000年時点で，外国人人口の割合は7.6％，2000年から2017年まで
の間で，外国人人口は２倍近くになっています。ご存じのとおり，2008年にリーマン
ショックが発生して世界的な景気後退があった関係で日本全体としては製造業を中心
として派遣労働者や請負労働者が減少し，大規模な失業問題が生じましたが，新宿区
はそもそも製造業の方が少ないことから，その時点では余り影響を受けなかったので
すが，2011年の3.11，東日本大震災の後に，若干外国人人口が減少しました。しかし，
新宿区の外国人人口の推移（1980−2017年）
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その後は再び上昇に転じている状況です。2005年に新宿区では多文化共生の推進拠点
として「しんじゅく多文化共生プラザ」という象徴的な施設を開設しました。よって，
2005年頃から新宿区における多文化共生事業が本格化してきたといえましょう。
　外国人の在留資格の内訳をみます。新宿区の特徴としては，平成29（2017）年当初，
留学生が38.4％で，全体の４割を占めるということがあげられます。国全体でみると，
留学生の割合は11.6％ですので，いかに新宿区で留学生が多いかを見てとることがで
きます。いわゆるコリアンタウンのイメージから，新宿区は，在日韓国・朝鮮人の方
が多いと思われる方がいらっしゃいますが，永住者や特別永住者，定住者でみると，
割合としては２割程度です。国全体では４割強の割合となっていますので，新宿区が
特に突出しているというわけではありません。むしろ留学生の比率が高く，在学期間
が２年程度ということから，流動性が高いために，様々な施策を実施しても，定着し
ないということが新宿区においては課題となっています。新宿区在住の外国人の国籍
別の内訳は，平成29（2017）年当初，中国が36.6％，韓国又は朝鮮が24.7％と多く，次い
でベトナム（8.6％），ネパール（8.3％），ミャンマー（4.6％）の順となります。全体で９
割がアジアからの出身です。
　ここからは国の施策についてお話しさせていただきます。平成18（2006）年に総務
省から地方自治体に対して，地域における多文化共生推進プランの策定が促されまし
た。その背景には，次のようなことがあげられます。それまでは地域の国際化の柱と
しては二つ，すなわち国際交流と国際協力が中心でしたが，この頃から外国人住民が
増えている実態があり，「生活者としての」外国人支援が意識され始めたということで
す。新宿区ではこれに先立ち，既にこの前年に，先ほど触れました「しんじゅく多文
化共生プラザ」を開設し，多文化共生の施策が進められていました。平成18（2006）年
に総務省から発出された文書では取り組むべき施策として，主に三点掲げています。
一点目がコミュニケーション支援です。地域における情報の多言語化を進めるプラン
づくりを促しています。それから日本語・日本社会に関する学習支援の取組について
計画を立てるように，というものです。二点目が生活支援です。居住支援であったり，
教育・学習支援であったり，労働環境に関する就労支援であったり，更には医療や保
険，福祉，防災といった点も，まさに生活していくうえでの大切な要素になりますの
で，これらの点についての計画を促す指針になっています。そして三点目が多文化共
生の地域つくりです。日本人住民に対しては，地域社会に対する意識啓発を進めるよ
うに，外国人住民に対しては，地域社会への参画を促すように，そういう計画を立て
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ることが求められました。以上が平成18年の動きです。その後，10年が経過しまして，
総務省ではこの多文化共生推進プランに基づいて各自治体が実施した取組の好事例集
を今年（2017年）の３月に作成しました。この10年間で，外国人を取り巻く状況がかな
り大きく変化したといわれております。変化の要因としては，地域的偏在，多国籍化，
長期化，東日本大震災の経験，日本人と共通の行政情報体系の適用などがあげられま
す。まず，地域的偏在について申しますと，先ほどご覧いただいたように，外国人の
占める割合が新宿区では12.6％にも上りますし，群馬県大泉町では17％を超えていま
す。一方，日本全体では1.82％ですから，いかに地域的偏在が著しいかが分かります。
多国籍化・長期化については，新宿区の場合，先ほど申しましたように留学生が多い
という実態はありますが，それでも日本に来て定住する方が増えている現状もありま
す。また，東日本大震災の経験というのは，実際，多くの外国人が震災後，ボランティ
アとして現地に入って活動をされました。それまでは外国人の方は「支援される側」
という観点で捉えられることが多かったのですが，これを契機に，外国人も主体的に
活躍する存在としてクローズアップされてきた，ということです。また，平成21
（2009）年に外国人登録制度が廃止され，日本人と同様に住民基本台帳に含まれるよう
になったことや，マイナンバー制度の外国人住民の方への適用など，日本人と同じ行
政情報体系を適用するようになってきたことも，大きな環境の変化であったといえま
す。
　多文化共生事例集としては，先ほどご紹介しましたコミュニケーション支援，生活
支援，多文化共生の地域つくりの三点について，自治体の具体的な取組について好事
例をあげています。まずコミュニケーション支援については，「やさしい日本語」を活
用している自治体が紹介されています。例えば「高台に避難」と言われてもなかなか
通じないかも知れませんが，これを「高いところに逃げてください」と言い換えれば，
難しい日本語を知らなくても避難出来る人もいると思います。「右折」というのも「右
にまがる」といえば伝わりやすいかも知れない。そうした工夫をすることで，より多
くの外国人の方に伝わる日本語を活用しようという取組が進められています。119番
通報でも多言語対応する自治体が増えてきたり，日本語教室では，日本人ではなく，
外国人が日本語学習を支援することで，外国人の方がつまずきやすいところをより丁
寧にサポートできるような教室を開設する自治体も見受けられます。次に生活支援に
ついては，多言語で住宅情報を提供したり，出来るだけ早い段階から日本語教育を行
うという観点から幼児向けの日本語教材の開発をしたり，あるいは介護人材が不足し
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ている現状を踏まえ，外国人の方にも介護の知識を身に着けてもらうための研修を受
けてもらったり，そういう取組をしている自治体もあります。他に，医療通訳の派遣
事業を行ったり，外国人自らに防災リーダーとして外国人向けの講習を行っていると
ころもあります。最後に多文化共生の地域つくりについては，外国人住民も主体にな
って国際交流事業を行う，外国人が町の魅力を発信する，観光事業に外国人の目で取
り組む，といった好事例が出て来ております。様々な良い事例がたくさんありますの
で，お時間のある方は総務省のホームページをご覧いただければ幸いです。
　続きまして，ここからは新宿区の取組についてご説明させて頂きます。新宿区の
「自治基本条例」，これは新宿区の最高規範，いわば憲法に相当するものです。私はこ
の自治基本条例を知った際，本当に素晴らしいと感銘を受けました。その「前文」に
は「私たちの新宿区は，首都東京の中心に位置し，この地には，国内外の人々がともに
暮らし，様々な目的を持った多くの人が集い，日々変貌を遂げながら活力のある国際
的な都市として重要な存在感を示しています。」「私たちは，世界からこの地に集う
人々とともに互いの持つ多様性を認め合う多文化共生社会の実現をめざすとともに
……」とあります。多様性を認め合う多文化共生社会の実現を高らかに謳っておりま
す。この理念があることで，私が現在属している多文化共生推進課のみならず区内の
全ての部署で，多文化共生の推進に向けてそれぞれに取組を進めている，その礎とな
っています。
　では，新宿区は具体的にどのような取組をしているのかご説明させていただきます。
「しんじゅく多文化共生プラザ」の活動につきましては，新宿区のホームページに写真
が載っていますので，そちらをご覧いただきたいと思います。新宿区の取組を大きく
四つに分けてご紹介させていただきます。まず第一点目は，「日本語学習・教育」の取
組です。新宿区では現在，区内10か所で12の日本語教室を開催しています。これは，
毎週１回〜２回の講座があり，３学期制で，１学期1500円程度で受講できます。これ
以外にも，週４回，無料の日本語教室がフリーで行われており，どなたでも当日，参加
できる教室が「しんじゅく多文化共生プラザ」で実施されています。また，今年度か
ら「はじめてしゃべる日本語教室」という教室が文化庁の助成事業として行われてい
ます。一口に日本語教室といっても，全くの初心者の場合ですと，進度に追いつけな
かったり，レべルが違い過ぎたりということが往々にしてありますので，初めて喋る
方を対象として，生活に必須な日本語を中心とした教室を新たに開設しました。また，
ボランティアサークルが多数あり，そうした日本語教室がたくさん行われています。
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こうした活動は全てボランティアの区民の方が担って下さっています。区はボランテ
ィアの養成にも力を入れているところですが，養成講座は１回２時間の講座を35回受
講いただいた後，実習も行っています。区民の方々が高い志を持って外国人住民の方
との共生にご尽力いただいていることの表われであると思います。更に，子どもへの
サポートについても重視しており，幼稚園から義務教育が終わる中学生までを対象に，
授業時間だけに限らず放課後や夜の時間帯も日本語教室を実施しています。例えば，
小学生のクラスは，午後５時45分から７時まで，中学生のクラスは夜７時から９時ま
で，ボランティアの方の協力によって，日本語教室が開催されています。こうした夜
の教室があることで，日本語の学習だけではなくて，子どもたちの生活における居場
所の提供という役割も果たしています。親御さんが夜にお仕事をしている家庭もあり
ますので，そのような場合に子どもたちがこうした教室に来ることによって，そこで
安心して過ごすことが出来る，いわば「第二の家庭」としての意味を持っているとい
えるでしょう。その他，高校受験に向けた進学ガイダンスを行ったり，「親子日本語ク
ラス」というのを設けたりしています。日本で長く定住していると，子どもはどんど
ん日本語が上手になっていきますが，親の方はそれに追いつけなくなってしまい，家
庭でも子どもは日本語が喋れるけれども，その日本語を両親が分からない。そのため
に家庭での親子のコミュニケーションが取れなくなってしまうという問題が出てきま
す。そうならないために，親子双方に対し
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日本語学習を支援するということはとて
も大切な取組です。
　新宿区での取組の二点目は「相談対応事
業」です。外国人の相談窓口として，英語，
中国語，韓国語の３言語は，平日毎日対応
しています。ネパール，ミャンマー，タイ
の３言語は，週１回のみの対応です。この
６言語では，130を超える国や地域から居
住する外国人の方への対応は十分ではあり
ませんので，今年度からタブレット端末を
利用した通訳システムを導入しています。
英語，中国語，韓国語，スペイン語，ポルト
ガル語，タイ語，ロシア語，ミャンマー語，
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フランス語，タガログ語，ベトナム語，ネパール語，ヒ
ンディー語，以上の13言語の対応が可能で，写真で見
ていただきますとお分かりのように，国旗をクリック
するとその言語の通訳に繋がり，窓口に来庁された方
と職員と通訳の三者で会話ができます。その場で迅速
に正確なやりとりができ，お待たせすることもありま
せん。外国人の方に通訳を連れて来てもらう必要もあ
りません。そういう意味でかなり利便性が向上しまし
た。なお，上記の13言語で，外国人住民の方の95％程
度は対応が可能になると見込んでいますので，非常に
大きな役割を果たすツールであると期待しています。
　続いて，三点目の取組が「情報伝達」です。新宿区
では多言語化を推し進めることで，正確な情報が外国
人の方に伝わるように取り組んでいます。本日，持参
したのは平成22（2010）年に作成した『外国人への情報
提供ガイドライン』です。この中で，区による外国人
への情報提供は，日本語ルビ付，英語，中国語，韓国語
を基本とすることを定めています。現在，定期的な刊
行物として，外国語の広報誌『新宿ニュース』を年４回，
基本の４言語で発行しています。また，８分冊の生活
情報誌も発行しており，色々なテーマが盛り込まれて
いますが，余暇などのユニークな内容のものもあり，
必ずしもマナーやお知らせだけではなく，外国人の方
に快適な「新宿ライフ」を過ごしていただけるような
情報発信を心がけております。それから，この緑の冊
子，『新宿生活スタートブック』，これは転入された外
国人の方にお渡ししているものです。これは基本の４
言語だけではなく，最近増えているベトナム，ミャン
マー，ネパールの３言語も含めて，合わせて７言語で
作成しています。この冊子のユニークな点は，先輩の
外国人の方のアドバイスを入れたり，大学のゼミの協
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力をいただき，学生さんの視点も織り交ぜて編集していることです。単なるマナーブ
ックになってしまっては関心を持たれにくいので，日本文化に関するコラムなども掲
載しています。例えば，「日本では約束の時間を守ろう」「年上の人や先輩を立てよう」
「和をもって貴しとなす」といったことも，日本文化に関するトピックスとして取り上
げます。私が外国人の方と接していく中で，例えば余り時間を気にしない習慣の国の
人がいらっしゃって，それは何故かな……と思っていました。その国はスコールの影
響で，急な降雨が多いため，時間を決めて約束しても，その時間に到着することが難
しいのですね。そうしたことから約束の時間にあまり拘束されない習慣が身について
いる，ということがありました。そういう背景を知らないと，「何で時間を守らないの
かな」と思ってしまうかもしれませんが，背景を理解することによって，対策を考え
ることができます。私はそのようなケースでは，出て来てもらう時間に連絡するよう
にしています。「○時に来て下さい」と伝えるのではなく，到着してほしい時間から逆
算して「○時に家を出て下さい」というふうに伝える，そんな工夫をしています。
　ちょっと脱線してしまいましたが，続いて４点目として「参加交流」の取組につい
てご説明します。こちらは，新宿区でかなり特徴的な施策を行っています。まず，平
成24（2012）年に，「多文化共生まちづくり会議」を区長の付属機関として設置しまし
た。この会議の委員は32名ですが，日本人と外国人が半数ずつです。外国人の委員の
出身国は10か国に及びます。この会議では日本人と外国人とがそれぞれ本音で，色々
な課題について検討し，区長に対して答申や提言を行っています。今期は平成28年か
ら30年まで，２年間の任期になっているのですが，その中で「住宅部会」と「暮らし部
会」を設けて検討しています。
「住宅部会」では，現在でも外
国人の方は家を借りにくい実
態が，各種調査でも明らかで
す。ではどうしたら借りやす
くなるのか，借りる側と貸す
側の両方の視点から，有効な
対策を検討しているところで
す。「暮らし部会」では，ゴミ
の出し方の問題。外国人の方
の出身国によっては，ゴミの多文化共生まちづくり会議の様子
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分別がそもそも無いというところもあります。ベランダから投げ捨てれば誰かが回収
してくれるというところもあります。そうした生活習慣が身についている方にもルー
ルを分かってもらうためにはどうしたらいいのか。それから生活音の問題もあります。
日本の住宅街ではだいたい夜９時ぐらいでしょうか，その時間帯には寝静まる地域が
多いと思いますが，外国人の中には ─ もっとも，これは外国人だけではないのです
けれども ─ ，文化や習慣の違いにより，夜中でも賑やかに過ごすことにあまり非難
されないところもあります。その他，自転車の違法駐輪だったり逆走行だったり，暮
らしにまつわる，こまごまとはしていますが重要な課題について，検討を進めていま
す。
　もう一つ，「多文化共生連絡会」という会議があります。こちらは少し緩やかな会議
体です。外国人コミュニティや外国人支援のNPO団体，町会や商店街などが参加して，
情報交換や活動の連携を図っています。現在，100を超える団体が加盟して，毎月メー
ルマガジンを発行して活動の連絡をしています。いくつか例を挙げますと，中国人の
留学生を支援するNPO団体が地域の高齢者グループと一緒に餃子を作って交流した
り，日本語学校の学生さんが図書館に行って外国語の本の読み聞かせを行ったり，そ
ういう活動を地域で繰り広げながら，どんどんネットワークを拡げていく，そういう
活動です。
　新宿区の取組の幾つかを更に具体的にご紹介させていただきます。毎年５月に，「多
文化防災フェスタしんじゅく」を区立大久保公園で開催しています。外国人の方には
地震についての知識がない，防災対策がわからないという声が多く伺いますので，外
国人の方を中心に，例えば119番通報の訓練をするとか，救命救急やAED，起震車体
験をしてもらい，身近に防災について学んでもらう機会を設けています。また，楽し
んで学んでもらえるよう，様々な国の方が踊りを披露したり，多国籍のグルメコーナ
ーを設けるなど，国際交流のイベントとしての側面も持っています。それから，新大
久保のいわゆるコリアンタウンで行っている取組をご紹介します。新大久保では最近，
ネパールやベトナムのお店も増えてきていますが，地域における事業者同士の交流が
ないと，なかなか地域の活性化を図るのも難しい面がありますので，日本人（３人），
韓国人（４人），ネパール人（３人），ベトナム人（１人）の方が集まって，事業者交流会
を開催しました，まだまだ始まったばかりで，少人数ではありますが，しかしそれで
も非常に大きな一歩を踏み出したと思っています。皆さんお忙しいので，地域で一緒
に何か協力しよう，顔の見える関係づくりをしようと思ってもらうのは本当に難しい
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のですが，ようやくこうして一緒に意見交換する場が設けられました。これから更に
こうした機会を増やしていって，地域で顔の見える関係つくりを目指していきたいと
思います。また，学校での取組についても一つ紹介させていただきます。地元の区立
大久保小学校の６年生が，今年度，総合学習の時間に多文化共生について勉強してい
ます。この学校は，在学する生徒の半数が外国籍というインターナショナルな環境な
のですが，子どもたちは差別とか外国人との共生といったことを意識することなく，
「ごく自然に」一緒に学び，遊んでいます。しかし，彼らも大人の社会を見た時には，
「何か，上手くいっていないみたいだ」と自分たちで感じたようです。それで，現状と
課題について知りたいと，しんじゅく多文化共生プラザへ勉強に来ました。その後，
「直接，外国人から話を聞いてみたい」と子どもたちから申し出があり，５か国の外国
人の方を招いて，学校でコミュニケーションを図る機会を設けました。NHKのEテ
レ（教育テレビ）に『ドスルコスル』という教育番組があり， ─ 子どもたちがあるテー
マの「どうする？」との問いに対し，「こうする」という対応策を考えていく，という
のが番組の趣旨です ─ その中でこの多文化共生の取組について放映される予定で
す。インターネットでも過去の放映内容をご覧いただけますので，ご関心のある方は
ぜひご覧いただきたいと思います。さらに，直近の例をもう一つあげさせていただき
ます。フランス政府公認の語学学校・文化センターであるアンスティチュ・フランセ
東京（Institut français du Japon）が新宿区内にあります。こちらでフランス人コミュニ
ティに対する防災訓練を毎年秋に実施しています。フランス人の子どもたちが消火器
訓練などをしたり，フランス人のスタッフが子どもたちに防災に関する紙芝居をした
りしています。200人ほどの参加者を得て，防災知識の普及啓発に大変好評をいただ
いています。こうした取組も新宿区と学校との共催で実施したものです。欧米は地震
が少ないこともあり，地震に関する知識を修得する場がありません。そのような背景
から，こうした事業を実施していますので，今後も同様の取組を進めていきたいと思
っています。
　この後の時間は，新宿区の課題についてお話しします。新宿区では，平成27（2015）
年度，７月30日〜８月26日にかけて，外国人住民5000人，日本人住民2000人を対象に
「多文化共生実態調査」を実施し，外国人住民1275人（回答率25.5％），日本人住民949人
（回答率47.5％）から回答を得ました。その結果をご紹介します。ここから，新宿区の
課題を読み取ると共に，もし皆さんの身近に外国人の方がいらっしゃったら，外国人
がどのようなことで困っているか，悩んでいるかということを頭の片隅に置いていた
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だければ幸いです。
　まず外国人住民に対する質問からみていきます。「Q1. 日本の生活で困っているこ
とは？」という質問への回答で，一番多いのはことばの問題（25.1％），それから友人が
少ない（17.2％），日本人からの偏見・差別（13.3％）。「Q2. 日本人とのつきあいがあり
ますか？」という質問に対する回答は，「つきあいがある」と答えた人は44％です。「な
い」という方が55.5％。これに関連して，次の質問「Q3. 外国人どおしで相談したり，
情報交換ができる仲間やグループがあるか？」に対する回答は，「ある」と答えた方は
僅かに36.2％，「ない」と答えた方が60.7％です。私たちのイメージとしては，外国人
の方同士でコミュニケーションを取り合っていたり，情報交換をしたりしているのだ
ろう，と思っていたのですが，実際に調査をしてみると，外国人の方の６割に上る方
が，外国人の知人もいないという状況にあることが分かりました。そういう状況では
孤独を感じるに違いありませんし，もし生活に困ったことがあっても相談出来る人も
いない。友人がいないということは，様々な情報を入手する手段も限られている可能
性がありますので，そういう方たちへどのようにアプローチしていくかが，行政に突
き付けられた課題だと感じています。「Q4. 日本人と付き合いがない理由は？」との質
問に対しては，「話しかけるきっかけがないから」（52.9％），「つきあう場がないから」
（33.9％），「日本語を話せないから」（25.9％）が続きます。次の質問は「Q5. 日本人との
トラブルの経験があるか？」というものです。先ほども騒音やゴミ出しの問題につい
てお話しさせていただきましたが，この調査でみても，「部屋からの声，物音のこと」
でトラブルになったという回答が11.6％，「ゴミ出しのルールのこと」という回答が6.8
％ありました。これらの点は外国人だけではなく，日本人の間でも問題になっている
かと思うのですが，外国人の場合にはルールを知らないという面がありますので，ル
ールをしっかり伝達していくことが必要です。「Q6. 新宿区で生活していく上で，どの
ような情報を知りたいか？」に対しては，一番多い回答が「お祭り・スポーツなどの
イベント」（36.9％），続いて「医療や健康保険」（35.9％），「防災や地震」（35.7％），「税金，
年金」（32.5％），「住まい」（28.9％）でした。生活情報と同じくらいイベント情報の希望
が多いことから，外国人の方も，やはり地域での交流やイベントに参加したいと思っ
ていることを再認識できる結果でした。先ほど防災訓練のお話に言及しましたが，次
は「Q7. 防災訓練を知っていますか？また，参加したことがあるか？」という質問で
す。これに対して「参加したことがある」という回答は13％に留まり，「知っているが
参加したことはない」が26.4％，「知らないし，参加したことがない」が57.5％に上って
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います。半数以上の方が認識していないという実態を受け止めて，区としてはもっと
PRの強化を課題としています。それと合わせて，参加を促すような取組の必要性も
認識しています。
　次に「Q8. 日常生活において，日本人から外国人に対する差別や偏見を感じたこと
があるか？」という質問に対しては，「全く無い」（15.9％），「あまりない」（31.3％），
「時々ある」（35.0％），「よくある」（7.3％）という結果でした。差別を感じる人が４割に
上っている実態があります。では「Q9. 偏見や差別をどのような場合に感じたか？」
という点については，「家を探すとき」というのが最も多くて51.9％に上っています。
続いて「仕事のとき」（33.2％），「公的機関などの手続きのとき」（25.6％）の順です。こ
れらは，なかなか日本語が上手く使えないことが，差別を感じる要因になっているの
かも知れません。また，「電車やバスに乗っているとき」という回答が18.2％あります
が，自由回答の中に「じろじろ見られるのが嫌だ」というのがありましたので，そうい
う視線が被差別感を生んでいる要因かと思います。それでは「Q10. 偏見や差別をな
くすために，何が必要か？」の問いに対しては，「お互いの文化を知る」（54.0％），「お
互いの生活習慣の違いを認め合う」（50.6％），「お互いを認め合う教育を進める」（44.2
％），「日本人と外国人が交流する」（35.6％）という結果になっています。最後に，「Q11. 
多文化共生のまちづくり推進のために区が進めるべきことは？」に対しては，「日本人
との交流会やイベント」という回答が42.5％と最も多く，「外国人への偏見や差別をな
くすための努力」（37.6％），「子どもや留学生への支援」（35.2％）でした。
　続いて，日本人住民への質問です。「Q1. 近所に様々な国籍の外国人が住むことにつ
いて，どのようなことを感じるか？」との問いに対し，一番多かったのは「生活習慣の
違いにより，ゴミの出し方が悪くならないか心配」が47.6％と半数近くに上っていま
す。続いて，「生活習慣の違いにより，部屋から大きな声や物音がしないか心配」が
35.4％でした。プラスのメッセージとして，「外国のことに関心を持つようになる」と
いう回答が28.1％ありました。しかし，外国人が近隣に住むことについてはやはり，
ゴミの問題や生活音の問題を不安に思う方が多くいらっしゃる実態が改めて明らかに
なりました。次に「Q2. 近所の外国人とどんなつきあいがあるか？」尋ねたところ，
「全く付き合いがない」が44.9％で，先ほどの外国人に対する同様の質問に対する回答
と同じような結果でした。次いで「あいさつする程度」が26.6％，「近所に外国人がい
ない」と答えた人が16.8％でした。「Q3. 外国人とのトラブルの経験があるか？」とい
う問いに対しては，「ゴミの出し方のルールのこと」という回答が19.6％で最も多く，
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２割近くに及んでいます。外国人への同様の質問でゴミの問題を挙げた人は6.8％で
したので，外国人がトラブルと感じている以上に，日本人はゴミの出し方のルールの
ことを問題視している傾向が伺えます。次に「Q4. 日本人から外国人への偏見や差別
があると思うか？」という問いに対しては，「全く無いと思う」（4.0％），「あまりないと
思う」（28.9％），「時々あると思う」（40.8％），「よくあると思う」（10.5％），「わからない，
無回答」（15.8％）でした。自分自身が差別していると意識しているかどうかはともかく，
何らかの差別や偏見があると感じている人が，日本人の中でも半数に上っていること
が確認できます。では，「Q5. 偏見や差別はどのような場合にあると思うか？」に対し
ては，「住まいを探すとき」が41.3％で一番多くなっています。「近所の人とのつき合
いのとき」が34.9％でこれに続き，「自分や家族が結婚するとき」が25.9％，「仕事のと
き」も22.8％あります。次に，「Q6. 偏見や差別をなくすために，何が必要か？」とい
う問いに対しては，外国人の回答と同様の傾向でした。すなわち，「お互いの生活習慣
の違いを認め合う」が50.7％と半数以上に及んでいます。続いて「お互いの文化を知
る」（48.3％），「お互いを認め合う教育を進める」（43.5％），「日本人と外国人が交流す
る」（31.8％）と続きます。最後の質問，「Q7. 多文化共生のまちづくり推進のために，
区が進めるべきと思うことは？」に対しては，「日本人と外国人との交流会やイベン
ト」が40.6％，「日本の文化や生活情報を外国語で知らせる」が36.7％，これはやはり，
必要な情報をしっかりと外国人にも伝えてほしいというメッセージだと思います。続
いて「日本語教室」が27.3％でした。語学教室の充実は，日本語が出来ないと意思の疎
通ができず，伝えるべきことも伝えられない，という現実を受けてのことだと思いま
す。
　これらの結果を総括していえることは，言葉の問題への支援，効果的な情報提供の
重要性です。言葉が通じないことが様々なトラブルの原因になります。ゴミ出しの問
題にせよ，生活音の問題にせよ，情報伝達をしっかり進めていくことが重要です。ま
た，多文化共生推進のために，区が進めるべきと思うことについてのアンケート結果
に示されたように，多文化共生意識の醸成も重要です。区は今後この点をについて取
組を強化していかなければならないと感じています。日本人も外国人も交流の場を求
めています。そういうニーズがあるのですから，幅広いメニューを用意して，日本人
と外国人とが相互に理解しあえるような場を提供できるように，取り組んでいきたい
と考えております。
　このような話をいろいろなところでさせていただきますと，「多文化共生社会って
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何かいいことがあるの？」という質問をされることがあります。目に見えて成果や変
化を感じたりするものではないですが，次のようなメリットがあるのではないでしょ
うか。第一に，国際的な視野を持ったグローバルな人材の育成に繋がると思います。
現在，学校でも国際理解教育に力を入れているところが多いかと思いますが，小さい
時から外国人の方と触れ合うことで，より幅広い視野を持った人材の育成が出来ると
感じています。第二に，外国人住民が日本と母国との懸け橋になることが期待できま
す。身近な事例で恐縮ですが，知人の外国人住民の方は，母国に帰国した際に母国語
の絵本を調達し，区立図書館へ寄贈してくれています。日本で生活した外国にルーツ
を持つ子どもたちが，日本と母国の両国の発展に尽力してくれる可能性は無限大です。
第三に，多様な視点や経験を地域社会に反映することができます。本日，何度か話に
出ています大久保のいわゆるコリアンタウンについても，外国の文化がまちの一つの
顔となり，賑わいを形成し，地域経済の活性化へも貢献しています。最後に，何より，
異文化や外国の方との交流が楽しい，ということです。自身の価値観や関心が拡がる
喜びがあります。私事で恐縮ですが，私自身，当課の担当になるまでは，全く外国の
友人がいませんでした。外国語も決して得意ではなく，片言の英語とジェスチャーで
なんとかコミュニケーションをとれるだけですが，多くの国の人と知り合いになって，
様々な文化に触れることは，本当に楽しく，自分自身の視野が広がるような感覚です。
地域の皆さんがそういう経験をすることで，楽しさや喜びを感じていただけるのでは
ないかと思います。これは個人的な感想です。
　最後に，「多文化共生社会とは何か？」ということをまとめてみました。多文化共生
というと何か難しいイメージを持たれるかも知れません。しかし，それはdiversity，
つまり多様性の一つだと思います。日本語が不十分だとか日本文化を知らないといっ
たことも，多様性の一つと考えられます。その上で，ただ多様性を認めるだけではな
く，inclusion，つまりそれを包含していくことが必要だと思います。違う個性をお互
いに尊重し，認め合い，助け合っていく。人は誰でも弱い部分を持っていますし，今
後さらに高齢化が進展していくと，誰もが何らかの不自由を生じるかもしれません。
そうした時に，お互いの弱さを認め合いながら，助け合い，活かし合うことで，誰もが
自分らしく生活していくことができるのではないでしょうか。こうしたことが多文化
共生社会の実現に繋がっていくのだと思います。この意味では決して外国人住民に限
られないテーマであると日々感じています。
　長くなりましたので，私からの話はこれで一旦終わらせていただきます。この後，
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鈴木先生から日本の入管政策の動向についてお話があります。外国人労働者の問題は，
国の政策に関わるものですので，その是非を議論するものではありませんが，外国人
が日本で生活するうえで必要なサポートをし，基本的なインフラ整備を進めていくこ
とは重要な課題です。外国人の生活環境が整備されないと，これまでお話しさせてい
ただいたような地域での課題がさらに顕在化する懸念があります。新宿区はこれまで
様々な取組をしてはいますが，これは一つの区の単位で解決できることではありませ
ん。従って，一自治体だけではなく，もっと広域的な対策が求められてくるかと思い
ますので，この点については，鈴木先生のお話をお聴きして勉強させていただきたい
と思います。
　ご清聴ありがとうございました。（拍手）
日本の入管政策の動向
鈴木  潔
　内野先生，大変貴重なご報告をありがとうございました。私の方からは，「日本の入
管政策の動向」ということで，お話致します。
　外国人在留者が増加し始めた1980年代から現在（2010年代）までの日本の入管政策
について，駆け足で触れてみたいと思います。その際，気にしておきたいポイントが
あります。「日本の入管政策」と今申しました。日本では「入管政策」といっておりま
すが，アメリカではこれは「移民政策（immigration policy）」です。他の国と比べた場
合の日本の政策の特徴は，基本的に，人手不足を理由にして外国人労働者を受け入れ
ることをしてこなかった，ということです。しかし意外なのは，私たちの周りでは沢
山の外国人の方が働いているという実態です。国は認めていないのに，働いている
人がいる。これは何故なのか，ということですが，まず日本人の血統を引いている人，
いわゆる日系人は働いてもいいことになっています。それから，発展途上国への国
際協力のために日本に来ている研修生・技能実習生は働いてもいい。経済連携協定
を結んでいる一部の国の人は看護師，介護士として働いてもいい。それから留学生。
先ほど内野先生も仰いましたように，彼らはアルバイトというかたちで働いていま
す。こうして，「事実上の」労働力を受け入れている訳です。つまり，外国人や移民
